
 

 

専   決   処   分   書 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定により，令和３年度藤沢市一般会計補正予算

（第１０号）を次のとおり専決処分する。 

２０２１年（令和３年）１２月２０日 

藤沢市長 

 鈴 木 恒 夫  

 

令和３年度藤沢市一般会計補正予算（第１０号） 

 

令和３年度藤沢市一般会計補正予算（第１０号）は，次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，０８１，６２０千円を追加し，

歳入歳出それぞれ１６８，３９５，２９７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は，「第１表歳入歳出予算補正」による。 
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（単位　千円）

15 国庫支出金 35,078,496 3,081,620 38,160,116

2 国庫補助金 10,747,497 3,081,620 13,829,117

165,313,677 3,081,620 168,395,297歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

第１表 　歳　入　歳　出　予　算　補　正

計

（歳　入）

款 項 補正前の額 補　正　額
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（単位　千円）

4 民生費 74,445,698 3,081,620 77,527,318

2 子育て支援費 35,054,481 3,081,620 38,136,101

165,313,677 3,081,620 168,395,297歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

款 項 補正前の額 補　正　額 計

（歳　出）
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15

4 3,081,620

165,313,677 3,081,620

165,313,677 3,081,620 168,395,297 3,081,620

77,527,318

国庫支出金

補正前の額

国庫支出金 35,078,496 3,081,620

計

　　　特

款

補　正　額

補正前の額 補　正　額

民生費 3,081,620

　　　補

（歳　出）

款

74,445,698

歳　　　出　　　合　　　計

歳　　入　　歳　　出　　補　　正　　予　　算

１　総　括

（歳　入）

歳　　　入　　　合　　　計
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（単位　千円）  

（単位　千円）  

定 　源

38,160,116

168,395,297

県支出金

そ　　　　の　　　　他

財

一般財源

　　　　正　　　　額　　　　の　　　　財　　　　源　　　　内　　　　訳

地　方　債 そ　の　他使用料手数料分担金負担金

事　　項　　別　　明　　細　　書

計
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歳　　　　入　　　　合　　　　計 165,313,677 3,081,620 168,395,297

3 民生費国庫補助金 4,993,109 3,081,620 8,074,729

2 国庫補助金 10,747,497 3,081,620 13,829,117

15 国庫支出金 35,078,496 3,081,620 38,160,116

２　歳　　入

款　　　　項　　　　目 補正前の額 補　正　額 計
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補助金
子育て支援費 3,081,6202 11 子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金 3,081,620

説　　　　　　　　　　　　　　明

（単位　千円）

区　　分 金　　額

節
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本年度予算額

3,081,620歳　出　合　計 165,313,677 3,081,620 168,395,297 3,081,620

務費
3,081,6203,081,6201 子育て支援総 17,111,203 3,081,620 20,192,823

2 子育て支援費 35,054,481 3,081,620 38,136,101 3,081,620

4 民生費 74,445,698 3,081,620 77,527,318 3,081,620

特　　定　　財　　源

国県支出金 地方債 その他

款　　　項　　　目 補正前の額 補正額 計

補　　正　　額　　の　　財　　源　

３　歳　　出
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3,075,00018
及び交付金
負担金補助

1,40012 委託料

5,18711 役務費

需用費 3310 09 子育て世帯等臨時特別支援事業費 3,081,620

節

説　　　　　　　　　　　　明
一般財源 区　　分 金　　額

内　　訳

（単位　千円）

-9-



 

参 考 

地方自治法 抜粋 

第１７９条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき，第１１３条ただし書の場

合においてなお会議を開くことができないとき，普通地方公共団体の長において

議会の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕

がないことが明らかであると認めるとき，又は議会において議決すべき事件を議

決しないときは，当該普通地方公共団体の長は，その議決すべき事件を処分する

ことができる。ただし，第１６２条の規定による副知事又は副市町村長の選任の

同意及び第２５２条の２０の２第４項の規定による第２５２条の１９第１項に規

定する指定都市の総合区長の選任の同意については，この限りでない。 

３ 前２項の規定による処置については，普通地方公共団体の長は，次の会議にお

いてこれを議会に報告し，その承認を求めなければならない。 
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